
 

1 
 

 
 

新型コロナウイルス感染症が環境と持続可能性に及ぼす影響について（バージョン２） 
-トリプル R（Response, Recovery, Redesign）の提案- 

2020 年 12 月 16 日 
IGES 

 
I. COVID-19 に関する IGES ポジションペーパー(バージョン２)の目的 
 
新型コロナウイルス感染症（以下、COVID-19）は、地域における健康上の危機から、世界においてすべてを覆

い尽くす世界的大流行（パンデミック）・経済災害へと大きく変化した。COVID-19 の感染は急速に広がり、世界

のほぼすべての地域の人々の日常生活が大きな影響を受けている。実際、2020 年 10 月には、世界で 5,000
万人以上が公式にウイルス陽性と診断され、その結果 150 万人以上が死亡し、北半球が冬を迎え、屋内での

時間が増えるにつれ、これらの数字は急速に増大しつある。このような事態は、地方から国、国際に至るあらゆ

るレベルの公的主体が、現状への対策および将来への復興プログラムに関して、分野と国境を越えて密接に

調整し協力する必要性を明確にしている。 
 
IGES では、上記のような認識に基づき、本年 5 月に「新型コロナウイルス感染症が環境と持続可能性に及ぼす

影響について」と題するポジションペーパー（IGES, 2020）を公表し、それに基づき、国や国際機関、さらには幾

つかのパートナー機関と協働して、現状の分析をし、プラットフォームを立ち上げ、さらに必要なガイドラインを作

成してきた。 
 
このポジションペーパー（バージョン２）では、５月から１１月までの進展を踏まえ、環境や持続性の問題をどのよ

うに COVID-19 に関する意思決定に反映させるべきか再度検討するものである。このペーパーでは、このパン

デミックに特に関連の深いものにフォーカスを当てて分析した。まず、医療廃棄物の問題や野生動物と人間と

の関係、大気汚染による影響など、このような感染症に対するレジリエンスの強化に関連する問題について、分

析した。さらには、脱炭素化に向けた戦略に関係しているがこれまであまり注目されて来なかった、ライフスタイ

ルやワークスタイルなどにも焦点を当てた。 
 
最初のポジションペーパーでは、このパンデミックとそれがもたらす広範な影響に対して、短期的・中期的および

長期的な観点から分析し、行動することが重要との視点を示した。本ペーパーでは、さらにそれを発展させ、

Response・Recovery・Redesign（レスポンス・リカバリー・リデザイン）のいわゆる「トリプル R」フレームワークを設

定し（Zusman E. et al. 2020）、その観点から整合的かつ戦略的な施策を展開するのが重要であることを論じ

る。 
 
II. 基本的なアプローチ 

 
COVID-19 の危機は、2 つの関連する要因の組み合わせによって引き起こされた。第 1 の要因は、動物から人

間に感染する人獣共通感染症（zoonosis）の拡散である。野生動物の捕獲や販売は、時として、今回のケース
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のようにウイルスを通じて人間社会に危機をもたらす。過去数十年の感染症発生の分析によると、COVID-19
のようなパンデミックの発生する可能性は、将来においてより高くなっていくことを示している(World Economic 
Forum, 2019)。第 2 の要因は、現代のグローバリゼーションの特徴のひとつでもある全般的で加速度的に展開

する国境を越えたヒトとモノの移動である。第 1 の要因は COVID-19 のウイルスの動物からヒトへの伝染を可能

にし、第 2 の要因はそれがパンデミックとして世界中に拡大する原因となった。 
 
COVID-19 によるパンデミックは多くの環境問題と密接に関連する重要な問題である。そのような認識の下、

2020 年 4 月に開催された第 11 回ペータースベルク気候対話には、約 30 か国の主要先進・途上国の閣僚

などが参加し、COVID-19 による経済危機からの復興と気候変動政策などを融合させる「グリーンリカバリー」の

重要性が共有された (Petersberg Climate Dialogue Co-Chairs, 2020)。 
 
それを受けて、本年 9 月には、小泉環境大臣が閣僚級の会合を開催し、COVID-19 からの復興と気候変動・

環境対策に関する「リデザインのためのプラットフォーム 2020」1 （図１参照）をオンラインで立ち上げた。ここで

は、いわゆる「より良い復興（Building Back Better（BBB））」 を実現して行くに当たっては、持続可能でレジリエ

ントな社会への「リデザイン」を組み込んでいく必要があることが合意された。奇しくも、この二つの重要な国際会

議で、リカバリーと リデザイン の重要性が確認されたが、IGES は、それに緊急事態への対応に必要な レスポン

ス を加えた「トリプル R」を基本的フレームとした、整合性のあるアプローチが重要なことをかねてから提唱してき

た。 
 
トリプル R のフレームワークは、図１に示すとおりである。また、最初のポジションペーパーで採用した短期‐中期

‐長期のフレームとの比較は、表 1 に示すとおりである。トリプル R とは、それぞれのフェーズに対応した 施策 の

総体であり、長期的に達成される持続可能で、レジリエントな世界を構築していく上でのビルディングブロックとな

る。このトリプル R と最初のフレームワークとの対応関係は、基本的には、短期的にはレスポンス、中期的にはリ

カバリー、長期的にはリデザインとなる。 
 
レスポンスは、現下の危機に対応するためのアクションであり、マスクの着用やソーシャルディスタンスの確保、

テレワーク、さらにはロックダウンなど多様なものがある。環境の観点からは、例えば、急増する医療系廃棄物へ

の緊急対策などが重要である。 
 
リカバリーは、落ち込んだ経済や雇用の回復を目的としたプログラム（経済刺激策）である。日本で推進されてき

た「GoTo キャンペーン」などはその典型である。より良い社会を作る契機とすることが重要との観点から、そこに

何を組み込んでいくべきか検討することがポイントとなる。グリーンリカバリーは、環境面からの重要な一つのイニ

シアティブである。 
 
リデザインは、コロナ前の世界に比して、ポストコロナの経済社会を長期的にどのようにより良いものにしていくか、

その戦略のことである。当然、デジタル化や脱炭素化の推進が主要な戦略になるが、COVID-19 のようなパン

デミックに対してレジリエンスを高める、すなわち、「パンデミックを起こさない、起こったとしても広げない、そして

深刻化させない」ことも極めて重要な課題となる。 
                                                           
1 環境省がリード(lead)し、国連が協力(support)し、IGES が運営(manage)するプラットフォームと位置付けられている。 
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図 1: トリプル R フレームワークの概念 （platform2020redesign.org より） 

 
表 1： トリプル R フレームワーク：短期‐中期‐長期のフレームワークとの関係 

 
 

 
  
     時間的な視野 施策の範囲や内容 対象となるステークホルダー 

レスポンス 短期的 
すぐに実施が必要な 
アクション 

現に影響を受けている 
主体や個人 

リカバリー 中期的 
より良い復興に向けた 
政府の プログラム 

復興に関連する省庁や 
地方政府、民間のセクター 

リデザイン 長期的 
持続的でレジリエントな 
経済社会の構築に向けての 
戦略や政策 

統合的・包括的な変革を推進

する政府や地方政府、さらにイ

ノベーションに取り組む企業やラ

イフスタイルを変革する個人 
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その直接の原因をはじめ、COVID-19 の底流には持続可能でない経済社会がある。そのため、環境や持続性

に関する取り組みは、短期、中期、長期を通じて一貫して整合的に進めていくことが重要となる。その際、

COVID-19 とそれへの対応策の特性に鑑み、特に以下の３点を念頭に推進していく必要がある。 
 
（１） COVID-19 の直接的原因である人畜共通感染症への対応、ウイルスに汚染されている医療系廃棄物の

適切な処理、深刻な大気汚染への対処などは、将来の同様な感染症に対するレジリエンスを高めることで

ある。これは、自然災害への対応を中心とした従来の気候変動への適応策の文脈では、十分に議論され

て来なかったものであり、今回のパンデミックは、この従来のレジリエンスのスコープを広げたことに注目する

必要がある。 
 

（２） ２０５０年脱炭素化は、今や最も緊急を要する世界的なイニシアティブである。その実現のための施策の焦

点は、省エネの徹底と再エネの大幅な拡大である。しかし、今回のパンデミックへの対応の一環として、急

速に普及したテレワークやテレカンファレンスなどによるライフスタイルやワークスタイルの変化は、陸上交通

や航空需要の増大を抑える要因にもなり、温室効果ガス（GHG）の削減にも寄与しうることが明らかとなっ

た。このような従来とは異なる緩和策に注目し、その実施を持続的にする方策を検討することが重要である。 
 
（３） COVID-19 の９０％は、都市部で生じているという（A. Guterres, 2020)。このパンデミックに関する環境面で

の重要な対策である医療廃棄物の適切な処理や、深刻な大気汚染への対応、ワークスタイルやライスス

タイルの変革は、大部分、都市部における実施が中心となる。つまり、感染症対策の鍵は、都市部におけ

るアクションにあるのであり、その意味で、都市や地方政府の役割は、従来にも増して重要なものとなった。 
 
トリプル R は、一般には時間軸に沿って Response、Recovery、Redesign の順に展開するように理解される。

しかし、現実には、パンデミックが完全に終了してレスポンスが終わり、その後に落ち込んだ経済のリカバリーが

始まり、それが終わった後に、リデザインが続くというような単線的な展開はしない。例えば、現時点では、パンデ

ミックは完全には収まらず、従ってレスポンスが長期化し、同時に復興対策も不連続的に実施されている。さら

にはリデザインに関連する施策も並行して実施されている。 
 
短期、中期、長期の施策、すなわちトリプル R の内容は、主要な目的が異なるためその内容も多様なものとな

り、必ずしもお互いに整合的なものばかりではない。例えば、経済や雇用の回復のために、化石燃料の使用が

増大することもありうる。しかし、それは復興に伴って起こっていることであり、その使用を長期的に増大させるも

のではない。つまり、それはグリーンリカバリーで中期的に推進する再エネの強化と矛盾するものではないことを

理解する必要がある。 
 
このようにトリプル R で想定される施策は必ずしも整合的ではないが、全体としてそれらが持続可能でレジリエン

トな将来と矛盾するものでなく、可能な限り、シナジーを作るものとして構想されることが必要である。それにより、

各施策における整合性が高まり、経済社会が、通常（BAU）の道筋に比してより持続可能でレジリエントな道筋

に、効果的にシフトできるためである。その際、経済や雇用の復興やデジタル化の推進は、以下のように持続性

やレジリエンスと両立するものとしてデザインすることができることを明確に認識する必要がある。 
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（１） 経済や雇用との両立 ：世界をより持続的かつレジリエントなものとして変革（グリーン化）していくことは、イノ

ベーションを促し、長期的な経済成長とも両立し、雇用も増大させることが可能である。 
 

（２） デジタル化との両立 ：例えば、スマートグリッドの開発、自動運転の EV やゼロエミッション住宅などの推進に

あたって、デジタル化は不可欠な要素であり、多くの面でデジタル化とグリーン化にはシナジーが存在ずる。 
 
III. レスポンス：喫緊の課題への対応 
 
世界各国の政府においては、ウイルスの感染を減速させ医療崩壊を防ぐために、緊急事態の宣言やソーシャ

ルディスタンスの確保などの対策を講じている段階である。まずは、人命救助のための感染の収束、それに伴う

社会経済影響への対処が優先されることは論を待たない。その上で、環境面からは、例えば、増大する医療系

廃棄物への対応が重要となる。 
 
医療系廃棄物への対応 
 
多くの国の医療現場では、使い捨てマスクや手袋、その他の医療器具の利用が拡大し、それに伴う医療系廃

棄物の急速な増大に直面している（ADB, 2020）。特に、廃棄物処理システムが脆弱な途上国における対応が

急務となっている。途上国がこのような状況に適切に対処できるよう、IGES は、国連環境計画（UNEP）と協力

して、本年９月、「COVID-19 パンデミックにおける廃棄物処理：対応から復旧へ」と題するガイドラインを取りまと

めた（IGES/UNEP、２０２０）。 
 
そこでは、実際にインドネシアの西ジャワにおいて、本年の 1 月から４月までの間に、医療系廃棄物が３０％増

加したこと、途上国は WHO が定めた医療系廃棄物に関する国際ガイドライン（WHO 2020）の実施体制が脆

弱であり、それに適切に対処するためには、緊急時対応計画を作る必要があることなどが指摘された。 
 
この報告書をベースに、IGES は本年 11 月、ISAP の一環として医療系廃棄物に関する国際セッションを開催し

た 2。そこでは、以下の３点が指摘された。 
 
第一に、COVID-19 に関連した医療系廃棄物への対処は、それぞれの国における排出状況や処理能力を踏

まえつつ、柔軟な対応を図ることが現実的であることが確認された。例えば、日本では既存の医療系廃棄物の

ガイドラインの徹底や既存の施設の活用により適切に対処することができたが、インドネシアにおいては、

COVID-19 に際し新しいガイドラインを策定し、それを徹底するとともに、セメントキルンの活用や既存の焼却施

設を認可された処理量を超えても能力一杯にフル活用することなど、柔軟な発想に基づいて可能な限りの処

理が必要だったと報告された。また、ネパールでは、そのような廃棄物が比較的少量で、その処理は特定の病

院に集中していたため、オンサイトのオートクレーブでの措置が中心となったことが報告された。 
 
                                                           
2 IGES の開催する ISAP（International Forum for Sustainable Asia and the Pacific）の一つセッション: 
「Waste Management in Response to COVID-19: Exploring Ways of Response and Recovery」、2020 年 11 月 11 日開催。 
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第二に、廃棄物処理作業に当たる職員の COVID-19 からの感染の防護について、その重要性と事前の備えの

必要性も国を問わず指摘された。日本のような先進国であっても、防護器具（PPE）がひっ迫して医療関係者と

の間でその確保に競争的な状況が生じたことから、今後は廃棄物処理における感染性廃棄物への備えに際し

て PPE の確保も含まれるべきとの教訓も報告された。 
 
第三に、廃棄物処理の関係者や一般市民に対しての正しい理解の周知が重要であることも再確認された。

COVID-19 も感染性疾患の一種であることに変わりはなく、既に作成済みの感染性廃棄物処理の指針に沿っ

てその処理が行われるべきものであるが、COVID-19 という新しい名前と風評から当初その処理に関与すること

そのものに対する忌避感も廃棄物処理関係者の中に散見された。そのため、COVID-19 関連の廃棄物、ひい

ては廃棄物処理全般にわたって影響が生じた事例も報告された。これらは、今後のレスポンスを考える上で、

一般市民を含んだ関係者の間での正しい理解の推進が重要であることを改めて示した。 
 
IV. リカバリー：COVID-19 後のグリーンな経済復興策 

 
様々な対策の進展により、世界は緊急事態から脱し、最終的には「新たな通常状態（ニューノーマル）」に至る

ことになる。事業所やオフィスの閉鎖などにより所得や雇用に大きな影響が出ているため、感染の脅威が十分

に低下した段階では、これらの経済的影響に直接対応する措置が優先されるのは当然である。しかし、所得補

償などによる単なる現状の回復にとどまるのではなく、将来、同様の危機によりよく対応できる社会の構築、す

なわち、「より良い復興（BBB）」につなげる施策を打っていくことが重要となる。今後、各国で実施される大規模

な経済刺激策を、将来のより持続可能でレジリエントな社会の構築に貢献するものとしていくことが重要なポイン

トとなる。 
 
１．グリーンリカバリーの促進 
 
現在、ビジネスや雇用の停止・消失からの回復を企図した経済刺激策が、各国で準備・導入されてきている。

しかし、例えば、化石燃料集約型産業への支援など従来型の経済刺激策では、短期的な経済回復は図れて

も、持続不可能な消費と生産パターンにロックインされてしまい、カーボンニュートラルに向けた変革や、今回の

ような危機を繰り返さないレジリエントな世界への転換など、長期的な社会経済構造の変化にはつながらない。

したがって COVID-19 による経済不況からの脱却を意図した経済刺激策は、デジタル化やグリーン化等将来の

経済社会の発展にとって重要な施策の取り込みを図るとともに、「将来このようなパンデミックを起こさず、かつ、

起こったとして疫病を広げない、そして深刻化させない」レジリエントな経済社会への移行に寄与するものでなく

てはならない。このような長期的なビジョンをもって、リカバリーを設計することが肝要である。 
 
現在、世界の多くの国で、いわゆる経済刺激策が実施されつつある。その全体額は、１２兆から１５兆ドル程度

と推定されているが、その内、３－５％程度しか環境・持続性関連の施策には充当されていない（C 40 Cities 
Climate Leadership Group, 2020）。実際、経済協力開発機構（OECD）も、経済刺激策は環境の改善に役立

つ施策に十分に対応していないとしている（OECD 2020）。また、国際通貨基金（IMF）は、保険や医療を中心

に大規模な復興支援を行ってきているが、カーボンプライシングを活用した低炭素のデジタルエコノミーへの移

行など、経済成長や雇用と両立するグリーン化政策の推進が重要だと指摘している（IMF 2020）。また、世界

経済フォーラム（WEO）も、復興のためにはグレートリセットを行い、公共投資・税制改革や投資を通じて経済の
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脱炭素化を促進し、その過程で雇用を創出することが重要であり、これにより Vision 2050（WBCSD 2020）が

示す持続可能な社会への加速度的な移行が可能になるとしている（WEO 2020）。 
 

図 2： 経済刺激策に占める化石燃料と再エネに充当される資金の割合 

 
 

 
国際エネルギー機関（IEA）によると２０２０年のクリーンエネルギーに対する全体の投資は COVID-１９の影響に

より減少するが、エネルギー投資全体に占める割合は、２０１６年以来のおよそ３３％程度から３８％に増加する

（IEA 2020）。国際持続可能開発研究所（IISD）と IGES は、COVID-19 への政府の経済刺激策を気候変動と

の関連で分析することを目的として、他の機関とも協力して “Energy Policy Tracker（IISD, 2020）”というデータ

ベースを作成してきている（図 2 参照）。これによると、世界全体で２,３３７億ドル（全体の５６％）が化石燃料の

生産・消費を促進することに充当されているが、一方で再エネの生産・消費などを促進する施策への投資は、

１,４９７億ドル（全体の３５％）に留まっていることが明らかとなっている（2020 年 11 月 18 日現在）。ただし、状

況は国ごとに大きく異なっており、ドイツやフランス、中国は、再エネの生産・消費を促進する刺激策の比率が高

くなっている。 
 

この結果は、EU や中国における基本的な政策を反映したものである。欧州連合（EU）は、昨年 12 月に「欧州

グリーンディール」（以下、EGD）を発表した。これは 2050 年までに EU からの温室効果ガスの排出を実質ゼロ

にするという目標達成に向けた、EU 環境政策の全体像を示したものである（EC, 2020）。EU は、COVID-19 に

よる経済危機にもかかわらず、EGD を堅持・推進していくことを確認している。今年７月には、７,５００億ユーロの

Next Generation EU を創設するとともに、EU の中期予算（Multiannual Financial Framework (MFF） 2021-
2027）（１兆 743 億ユーロ）を策定し、その合計額約１兆８,０００億ユーロの３０％を気候変動対に充てることを

表明した (EC November 2020)。また、中国は、本年９月、国連総会において、２０６０年までにカーボンニュー
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トラルを達成することを打ち出すとともに、世界経済の復興にあたり、グリーンリカバリーを推進することの重要性

を指摘した(UN News, 2020)。 
 
その後、１０月には日本と韓国が相次いで、２０５０年までにカーボンニュートラルを達成することを表明した。韓

国は、すでにグリーンニューデールを、デジタルニューディールとともに推進している(韓国大統領府 2020 年 9
月)。この 2 か国については、今後さらに、再エネの促進などを主眼としたグリーンリカバリーの本格的な検討が

行われることが期待される。 
 

２．経済刺激策において注目すべき三つの展開 
 
IGES が運営する上述した「リデザインのためのプラットフォーム２０２０」は、グリーンリカバリーを具体的に進める

各国が、将来の経済社会のリデザインに向けどのようなアクションを取ってきているのか分析している。図 3 は、

そのようなアクションには、大きく分けて３種類のカテゴリーがあることを示している。第１のカテゴリーは、再生エ

ネルギーや陸上交通のグリーン化などへの大規模な投資であり、これは上記１で議論したグリーンリカバリーに

関する投資の大部分を占めている。第２のカテゴリーは、現時点ではグリーンな産業とは位置付けられない産

業の救済にあたって、グリーン化への取り組みを条件づけることで、レスポンスあるいはリカバリーを産業のグリー

ン化に結び付ける取り組みである。第３のカテゴリーは、テレワークなどのライフスタイルの変化、あるいは地方へ

の機能分散や循環経済の推進を含む分散型社会の推進など、COVID-19 対策として実施した結果、リデザイ

ンの観点からの有効性が見えた取り組みである。以下では、これら第２と第３カテゴリーに属する課題を、ライフ

スタイルの変化、航空産業での条件付け、そして分散型社会の推進の順に、経済刺激策において注目すべき

動向として議論してく。 
 

図 3： グリーンリカバリーで各国が実施しているイニシアティブの主なカテゴリー 

 



 

9 
 

 
(1) 持続可能なライフスタイル・ワークスタイルの推進 

 
COVID の状況が危機的となった多くの国では、ロックダウンなどの強力な措置が導入され、人々の接触や移動

に厳しい制限がかけられた。日本でも、4 月の緊急事態宣言発令以降、人と人との接触を原則 80％削減する

のに必要な措置が講じられてきた。移動制限下でも、ビジネスや日常生活を可能にする手段としてテレワーク

やテレカンファレンスなど IT を活用した施策が、世界的に促進されてきた。今や、大学の授業や多くの国際会

議は、むしろオンラインが標準となっている。また、様々な経済社会活動もリモートで行うことが推奨されており、

ライフスタイルやワークスタイルが大きく変わりつつある。 
 
COVID-19 による陸上交通や航空需要の劇的な減少は、当然、それに伴う温室効果ガスの排出削減につな

がる。実際、最近発表された論文 (Zhu Liu et.al, 2020)では、COVID-19 の発生以来、本年１月から６月まで

の間に、世界で平均約 8.8％程度の温室効果ガスの削減があったと算定し、その減少の最も大きな要因が、陸

上交通や航空セクターからの排出の削減であったとしている。 
 
ロックダウンなどの強制的な感染対策に伴う移動の減少は、必ずしも望ましいものではない。しかし、テレワーク

などの導入や定着によりもたらされた、ワーク・ライフバランスの改善、通勤ラッシュの軽減、さらには地方への

移住を含めた居住地選択の自由度の増加といった望ましい変化については、緊急事態終了後も最大限維持、

継続されることが重要である。このように COVID-19 によって引き起こされたライフスタイルの変化について、あ

くまで短期的な感染症対策として生活の質を犠牲にしてやむを得ず受け入れたものと、生活の質の改善につな

がりより持続可能でレジリエントな社会への転換に資するものとを区別した上で、後者については脱炭素社会に

とって必要な行動の変革を目指した幅広い取り組みの一環として、社会の中で促進され主流化していくことが

望ましい 3。 
 
すでに、このようなライフスタイルやワークスタイルの変化を継続させようとする幾つかの試みがある。例えば、エ

ルサルバドルやコスタリカでは、テレワークに関する法律の規定を設け、その円滑な実施を支援している

（Platform for Redesign 2020）。また、COVID 対策中のモビリティの変化への対応として、パリ、ベルリン、ブエ

ノスアイレスは、自転車や歩行者のためのインフラをさらに増強し始めている（Pipa＆Bouchet, 2020）。加えて

日本でも、気候変動対策に積極的な企業グループである JCLP（日本気候リーダーズ・パートナーシップ）は、コ

ロナ危機の教訓を踏まえた気候変動への対策が必要とし、「リモート化等脱炭素に整合する新たな生活様式・

行動の定着支援」を 3 つの政策提言のうちの最初に一つとして位置付けている（JCLP 2020）。 
 
IGES は、欧州の他の研究機関とともに、2019 年 2 月に「1.5℃ライフスタイル‐脱炭素型の暮らしを実現する選

択肢」(IGES, Aalto University 2019)を作成・公表した。現在は途上国も含め調査対象国を拡大（ブラジル、イ

ンド、南アフリカ、およびタイ）し、第 2 期の調査研究に入っている。この調査研究では、パリ協定における 1.5℃

目標の達成につながり、かつ生活の質の向上に貢献しうる脱炭素型の暮らしを模索している。すでに、幾つかの

国で市民も参加したワークショップを開催し、その中で COVID-19 がライフスタイルに及ぼす影響についても意

見交換してきた。 
                                                           
3 しかしながら、同時にデジタル格差の課題に取り組む重要性を認識する必要がある。発展途上国のすべての人がテレワークのための ICT 設備

にアクセスできるわけではない。さらに、多くの貧しいコミュニティでは、電気へのアクセスができない場合がある。 
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(2) 航空会社救済策への環境に関する条件付け 
 
COVID 期間中の 8.8％程度の温室効果ガスの削減において(Zhu Liu et.al, 2020)、航空産業からの寄与も大

きかったことは上述した通りであるが、一方でこの削減が航空需要の激減によるものであり、航空産業にとって

持続可能な削減ではなかった。航空産業からの温室効果ガスの削減は、従来から重要な課題として議論され

てきたが、オーストリア、スイス、スウェーデン政府は、COVID-19 による窮状から航空会社を救済することと脱

炭素社会へのリデザインを組み合わせる試みを行った。 
 
具体的には、オーストリア国営航空に対しては、列車で 3 時間以内に到着できる区間の航空機の運航をやめる

ことを条件とした。スイスは、航空産業救済措置（銀行保証）の条件として、将来の気候変動対策への協力お

よび航空運賃への課税への同意を要求した。スウェーデンは、スカンジナビア航空への資本増強に際し環境に

関する厳しい条件を課した結果、CO2 排出 25%削減を 5 年前倒しして 2025 年までに達成することとなった

(Platform for Redesign 2020)。 このような取り組みは、航空産業という現時点では化石燃料使用に大きく依

存している産業の救済を、当該産業の低炭素化・脱炭素化への動機づけに活用しており、リデザインの観点を

うまくリスポンス・リカバリーに取り込んだ興味深い事例であると評価できる。 
 
(3) 分散型社会に向けて：地方政府による先進的な取り組み 

 
COVID-19 に直面して、世界の多くの先進的な地方政府は、緊急措置や復興の最前線として様々な対策を講

じてきた。これに関し、世界の先進的な都市によって構成される幾つかの国際フォーラムは、地方政府を主体

としたより良い復興（BBB）を念頭に、グリーンリカバリーの推進を訴えている。 
 

ICLEI は、本年 10 月 3 週間にわたり Daring Cities フォーラムを開催し、COVID-19 と気候変動問題をテーマ

として、１００近くのセッションを行った。そのうち、10 月 21 日に開催された「グリーンリカバリーとリデザイン」と題

するセッションでは、日本の小泉環境大臣が特別講演を行い、日本においてはすでに 163 もの自治体が 2050
年までのゼロカーボン宣言を行ったことを紹介し、都市や自治体によるグリーンリカバリーへの取り組みが極めて

重要であることを強調した。また、横浜市など 5 か国から選ばれたいくつかの市長がグリーンリカバリーに関する

具体的な取り組みの報告を行った（Vigran、2020）。 
 

C40 は、11 人の市長より構成される「COVID-19 復興タスクフォース」を結成し、都市が協力して「より良く、より

持続可能で、より回復力があり、より公正な社会」を構築することの重要性を訴えた(C40 Cities, 2020)。このタ

スクフォースが作成した技術レポートは、グリーンリカバリーの実施により今後 5 年間で、C40 の気候リーダーシ

ップグループに属する世界のおよそ 100 の大都市において、2030 年までに 1 人当たりの GHG 排出量を 2/3
削減し、同時に 8,000 万を超える持続可能な雇用を創出できると試算している（C40 Cities Climate 
Leadership Group, 2020）。 

 
2020 年 10 月 2 日、Urban 20 （U20) Engagement Group は、G20 の政府に対しコミュニケを発表し、より良

い復興には国と地方政府との協力が不可欠であることを強調するとともに、グリーンリカバリーに際しては、グリー

ン雇用を創出する脱炭素事業への投資や自然ベースのソリューションへの投資、都市と農村の連携強化が重
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要なことなどを指摘した（U20、2020）。実際、COVID-19 によるパンデミックに直面し、地方政府の役割をより

重視する分散型アプローチが改めて注目されている。地方政府は、地方の状況についてより深い知識を持って

おり、国のイニシアティブを適切にローカライズし、より効果的なものとしてくことができるためである（Aubrecht et 
al, 2020）。 
 
V. リデザイン：レジリエントで持続可能な社会の構築 
 
今後、同様のパンデミックが発生する可能性を減らすためには、感染症の拡散の根本的な原因をよりよく理解

し、同様の危機に対するレジリエンスを高める必要がある。COVID-19 は、人獣共通感染症（zoonosis）の一つ

であり、その意味で、野生生物と関係することに伴う特定のリスクを理解する必要がある。また、大気汚染は、

COVID-19 による健康影響を深刻化させ、致死率を増加させる要因であることが明らかになった。従って、将

来、同様な感染症に対するレジリエンスを高める上で、大気汚染対策は不可欠である。 
 
１．パンデミックの根本原因への対応 
 
COVID-19 は人獣共通感染症の一例である。COVID-19 の場合は、2019 年後半に中国・武漢の生鮮市場で

発生した野生動物からのウイルスがヒトに移行したと考えられている（Zhou et al.2020）。COVID-19 の動物から

人への拡散は、一般には、いわゆる「人間による宿主-寄生生物間の共進化関係の繚乱」(Goka K et al, 2020)
のためである。COVID-19 のような人獣共通感染症はますます増加しているが、この傾向の間接的な推進力の

根本原因は人為的なものである（Jones et.al, 2008）と考えられている。主な原因としては、生息地の分断や土

地利用の変化（Keusch et al. 2009; IPBES 2020）、生物種の量や質、その構成や行動の変化（Johnson et 
al, .2020）、集約的な農業や生物由来の製品に対する需要の変化などがあげられる （Romanelli et.al, 2015）。

また、気候変動が生態系に及ぼす影響が、間接的な原因として指摘されることもある(ボックス１参照)。 
 
ボックス１:： COVID-19 と気候変動による影響との関係 
COVID-19 は、これまでは気候変動と直接関係があるとは考えられていない。しかし、気候変動により生態

系は大きく変化している (IPCC, 2019)。異なる生息地に棲む異なる種が相互に交流する遷移区域が拡大す

れば、病原体が広がるリスクを高める (Jones, et.al. 2013) 。つまり、気候変動が COVID-19 のような感染症

の発生頻度を高める間接的な要因になることは十分に考えられる。したがって、今回の危機で示されたよう

に、感染症リスクの増大は、気候変動がもたらす重要な影響の一つであると考える必要がある。この関連で、

気候変動に関する国の適応計画のスコープを拡大することも重要となる。 
 
ただし、人獣共通感染症の根本的な原因については、まだ、完全には理解されておらず、ほとんど明確になっ

ておらず、多くの場合それぞれのケースに依存している（例：Carlson et al. 2017, Kilpatrick et al. 2017; Rubio 
et al., 2016; Rohr et al., 2020)。このような反論を展開する論文の数は少ないが、土地利用変化と感染の拡大

の間の因果関係は確実ではなく、しかし、これらの論文すべて、自然や野生生物と人間との関係の理解をさら

に進めることが必要としている。 
 

https://royalsocietypublishing.org/doi/pdf/10.1098/rstb.2016.0131
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本年導入された短期的な対応には、政府による野生生物取引の制限がある（Borzée2020）。中国は本年 2 月

に、食料目的の野生動物の取引を一時的に禁止した。 しかし、一部の専門家は、食料以外にもスコープを広

げ、取引の禁止を恒久的にすべきと主張している（Yang et al.2020）。一方、そのような禁止は、非公式の取引

を助長するだけで、かえって適切な規制を困難にすると主張している文献もある（Roe et al.2020）。 
 
野生生物の捕獲や取引を直接規制する以外には、教育プログラムが、人獣共通感染症を長期的に抑える上

で効果的である可能性がある。また、世界には、何百万人もの人が、タンパク質の供給源として野生動物に依

存している場合には、農業や畜産を代替手段とすることもできる。しかし、農地の拡大が自然を分断・劣化させ

る場合(Faust et al. 2018)や家畜が媒介動物になる場合(Kreuder-Johnson, 2015; Kock, 2014)には、それら

も感染症を拡散させる可能性がある。したがって、家畜を人獣共通感染症から保護することは、この連鎖を断

ち切るための重要なステップとなる。農業施設を再設計し、野生動物と家畜の接触を減らし、家畜の健康や生

活条件を改善し、農地から野生動物の食料を取り除くことは、現在の対症療法的な拡散防止策を補完し、リデ

ザインの理念に沿った予防的な解決策となりうる(Sokolow et al. 2019)。 
 
最近開催された IPBES の「生物多様性とパンデミック」に関するワークショップのエグゼクティブ・サマリーにおい

て(IPBES, 2020)、人間だけでなく、動物と生態系の健康を結びつける「一つの健康（One Health）」アプローチ

について議論している(One Health Initiative, 2020)。そして、現在のような対症療法的で分断的なアプローチ

と異なり、パンデミックを防止するための包括的な国際合意を作成することを提唱している。また、UNEP は、将

来の感染症の発生を防ぐためには、生息地の喪失、違法な取引、公害、気候変動など生態系や野生生物へ

の脅威に対処することが必要であるとしている。UNEP は、さらに、改定される多様性に関する目標や実施手段

を強化することが重要であるとしている（UNEP 2020）。 
 

このようなアプローチを敷衍すれば、緊急事態が起こった場合にもリスクが拡大しないように、レジリエンスを持

った地域社会が相互に連携して事態に対処できるような仕組みを構築することが重要となる。仙台フレームワ

ークや持続可能な開発のための 2030 アジェンダのような枠組みは、すでにレジリエンスと持続可能性を高める

ための基盤を提供している。さらに、IGES がかねてより推進してきている、多様な社会・経済・環境目標に向け

た統合的な取り組みを通じて、地域レベルでの全体的（ホリスティック）な持続可能な発展を目指す「地域循環

共生圏」(K.Takeuchi,2020)の理念とも密接に関連している。世界の多くの都市がゼロカーボンに向けて具体的

な検討に着手する中、それと相まって、レジリエントな地域社会の構築に向けた取り組みを、関連のイニシアテ

ィブと関連させ、より包括的に展開していくことが重要である（ISAP 2020. IGES）。 
 
２．大気汚染による健康影響の深刻化への対応 
 
大気汚染は、現在でも年間約 700 万人の早期死亡を引き起こす重大な問題である（WHO, 2016）。汚染が深

刻な地域では、呼吸器系の疾患に罹患している住民の比率が高く、COVID-19感染時には重篤な疾患や早期

死亡のリスクが高くなる可能性が高い。つまり、大気汚染は、COVID-19 による影響を深刻化させる大きな要因

であると考えられる。 
 
このことに関しては、大気汚染が深刻な米国の一部の郡(Wu, Xiao et.al. 2020)やイタリアの一部の地方

(Conticini, Edoardo et.al, 2020)において、特に罹患率と致死率が高いことが、初期の研究ですでに明らかとさ

https://onehealthinitiative.com/
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れた。また、本年 10 月に発表された欧州、北米、東アジアなどでの大気汚染が COVID-19 による致死率にど

の程度寄与したかに関する包括的な論文では、平均で COVID-19 による死亡のうちの１５％が大気汚染の寄

与によるものであることが明らかとなった (Pozzer A, et al, 2020)。この論文では、例えば、本年６月時点で、米

国における COVID-19 による死亡数２２万のうち、約４万が大気汚染による寄与があったと推定している。大気

汚染は、インドなど多くの途上国での状況は世界で最悪であり、そのような途上国では、COVID-19 に罹患し、

複合作用により死亡する人は、膨大な数に達する可能性があると推定されている （Marlow et.al, 2020）。イン

ドでは、２５都市のデータに基づき分析が行われ、本年 1 月から 5 月までの COVID-19 による死者と大気汚染

の間に直接的な関係があることが明らにされている  (Mele & Magazzino, 2020)。 
 
これらの論文により、COVID-19 などの疾病による致死率を上げないためには、大気汚染対策を強化するのが

不可欠なことが明白となった。今回の COVID-19 に伴うロックダウンや外出禁止措置により、中国、韓国、米国、

スペイン、さらには多くの他の国や都市で、確かに大気汚染は大幅に改善された (Biswas and Soutik, 2020; 
Gardiner 2020, Zhu et al., 2020; Ju, Oh, and Choi 2020; Berman and Ebisu, 2020)。しかし、場所によって

は、NOX や PM は減少しても、地上オゾンが増加した場合もあった(Le, et al. 2020)。 そのような状況は、

COVID-19 が収束し、経済が再開すれば元の状態に戻ることは必然である。より重要なのは、COVID-19 の終

了後に、リカバリーやリデザインの一環として大気汚染対策を強化し、良好な大気環境を持続的に確保してくこ

とである。特に、途上国において大気汚染の現状が深刻であることから、今後はこれに本格的に取り組んでいく

ことが重要となる。これは、エネルギーシステムのリデザインの一環として進めていくことができる。IEA は、本年 6
月、持続可能な復興プランを発表し、クリーンなエネルギーなどの推進により、温室効果ガスの大幅な減少だ

けでなく、大気汚染も５％削減できるとしている（IEA 2020）。 
 
IGES は、2019 年 1 月に UNEP やアジア太平洋クリーン・エア・パートナーシップ（APCAP）などが共同で作成し

た「アジア太平洋地域の大気汚染：科学に基づくソリューション・レポート」（UNEP/ROAP, 2020）に多くの貢献を

行ってきた。この「ソリューション・レポート」では、大気汚染と気候変動対策のコ・ベネフィットの推進や PM2.5 対

策の推進など、途上国でも実施可能な 25 の具体的対策を提唱している。COVID-19 の後、特に重要なリデザ

インとしては、アジアの大都市における交通関連の対策がある。すでにいくつかの都市においては、自動車によ

らない交通手段（特に自転車と徒歩）やテレワークを推進している。他の都市では、場合によっては、新たな公

共交通機関、電気自動車、排出規制を解決策として検討する必要もある。今後は、それぞれの地域の状況を

踏まえ、環境面からも経済面からも有効な対策を着実に取っていくことが、COVID-19 のような将来の感染症

に対し、よりレジリエントな社会を作っていく上で不可欠である。 
 

VI. 結論 
 
レジリエントで持続可能な世界を創造することに貢献し、同様なパンデミックによる将来のリスクの最小化に寄与

することを目的に、IGES は、今回このペーパーで議論した問題以外にも、水の供給や汚水の処理、さらには気

候変動の適応との関連でも、COVID-19 の影響に関する分析や研究を行ってきた。これらの研究はすべて、

COVID-19 が多くの環境問題と密接な関係にあることを、改めて明らかにした。実際、COVID-19 は、ある意味、

持続性とレジリエンスに関する従来の理解のスコープを拡大した。これらに効果的に対処していくためには、従
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来に増して、包括的なアプローチをとることが不可欠である。IGES は、引き続き国内および国際的なパートナー

と協力して、人々の健康と地球の持続性・レジリエンスの確保に向けた変革を推進していく決意である。 
(了) 
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